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事 業 計 画 書（変更事業計画書、事業実績書）

	市町名
	事業実施主体名
	取組主体名
	施設の所在地
	工　　　　　期
	担保の状況

（金融機関名、融資名(制度・その他)、融資を受けようとする金額、
償還年数、据置年数、その他）

	
	
	
	
	着工（予定）年月日
	竣工（予定）年月日
	

	
	
	
	
	
	
	



	事業内容

（施設区分、構造、規格、能力等）
	事業量

（基数、台数、面積等）
	事業費
(円)
	負担区分(円)
	備考

	
	
	
	県費補助金
(国費相当額)
	市町費
	事業実施主体
	取組主体
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小　　　　　　　計（税　込）
	
	
	
	
	
	
	

	附　帯　事　務　費（税　込）
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　計（税　込）
	
	
	
	
	
	
	



  　（注）
１　「工期」の欄には、事業計画書については着工予定年月日及び竣工予定年月日を、事業実績書については実際の着工年月日及び竣工年月日を記入すること。
２　「担保の状況」の欄については、補助金の交付を受けて整備する物件を担保に供し金融機関から融資を受ける場合に記入することとし、その内容は、「金融機関名」、「融資名（制度・その他の別）」、「融資を受けようとする金額」、「償還年数」、「据置年数」、「その他」とする。
　　　　　３　「事業費」の欄については、事業内容欄又は事業量欄に合わせて区分できる範囲内で区分して記入すること。
　　　　　４　「備考」の欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち国費○○○円」と、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。
５　附帯事務費がある場合は、市町附帯事務費内訳書を添付すること。
６　変更事業計画書の場合については、変更部分について、変更前を上段括弧書きし、変更後を下段に二段書きで記入すること。
７　事業実績書の場合については、計画を上段括弧書きし、実績を下段に二段書きで記入すること。
８　交付決定前に着工した場合には、備考欄に着工年月日及び交付決定前着工届の文書番号を記入すること。
９　記入は１事業１葉とすること。ただし、事業が複数ある場合については、事業費、負担区分及び附帯事務費について本表に準じて合計額を別葉で記入し、仕入れに係る消費税等相当額を減額した場合には、備考欄に合計額（「除税額○○○円　うち国費○○○円」）を記入すること。

